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既存市街地再生型環境・防災ネットワークの実現

１ 既存市街地再生型スマートエネルギーネットワーク
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１既存市街地再生型スマートエネルギーネットワークの整備１既存市街地再生型スマートエネルギーネットワークの整備１既存市街地再生型スマ ト ネルギ ネットワ クの整備１既存市街地再生型スマ ト ネルギ ネットワ クの整備

地方の既存市街地において 面的利用を促進させる解決策を提案する

1-① 目的

地方の既存市街地において、面的利用を促進させる解決策を提案する

1-② 現状の課題

都心型ｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸ 地方都市の既存市街地再生型ｽﾏｰﾄｴﾈﾙｷﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸ

中小規模の建物が多いためサブプラントを設置できず、面的利用を拡大できない

都 ｷ 方都市 既存市街 再 ｽ ﾄ ﾈ ｷ ﾈｯﾄﾜ ｸ

サブプラントの設置により面的利用を拡
大できる 中小需要家が多いため、サブプラント

を設置できず面的利用を拡大できない

＜現状の課題＞

中小規模

需要家側で蓄熱槽とCGSを設置して、
面的利用を拡大する

＜名駅四丁目での取り組み＞

サプラント

を設置できず面的利用を拡大できない

大規模需要家
(10万㎡)

中小規模
需要家

サブプラント

需要家

中小規模
需要家

(2～5万㎡)

中小規模
需要家

面的利用を拡大する

中小規模
需要家

中小規模
需要家

(2～5万㎡)

メインプラント
地域導管大規模需要家 (20万㎡)

地域導管メインプラント

(20万㎡) (20万㎡)
地域導管

メインプラント

(20万㎡)

名駅四丁目１０番地区

サプラント

地域導管
(20万㎡)

サブプラント
中小規模
需要家

大規模需要家
(10万㎡)

(20万㎡)

中 規模

(20万㎡)

DHCの余力がなく

蓄熱槽＋コージェネ
面的利用拡大
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中小規模
需要家

余 なく
供給できない
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1-③ 課題を解決するシステム

温度成層型蓄熱槽（2 000m3）を設置

大規模蓄熱槽の採用

従来の需要

負荷平準化 熱供給エリアの拡大

温度成層型蓄熱槽（2,000m3）を設置

冷熱デマンドを約40%低減

↓
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↓

DHCの負荷平準化
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約40％低減
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負荷平準化

による最大
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設

よ

り夜間蓄熱

蓄熱による負荷平準化の効果

コージェネの排熱利用
照明

高効率常用コージェネ（300ｋW）を設置

排熱を暖房・給湯・デシカント空調に利用
中圧Ａ

非発認定

常用防災兼用ＣＧＳ

照明

空調機

ポンプ等

電力 重

要

負

荷

冷温水排熱を暖房 給湯 デシカント空調に利用

↓

DHCの負荷削減

非発認定

ガス導管

飲用水

給湯

大規規模蓄熱槽 給水

地域冷暖房
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DHCの負荷削減

高効率常用ガスエンジンシステム（ＣＧＳ）
井水利用システム
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１既存市街地再生型スマートエネルギーネットワークの整備１既存市街地再生型スマートエネルギーネットワークの整備１既存市街地再生型スマ ト ネルギ ネットワ クの整備１既存市街地再生型スマ ト ネルギ ネットワ クの整備

1-④ 名駅四丁目１０番地区における面的利用拡大の試算結果

将来的に既存供給先の建物が蓄熱槽とＣＧＳを設置した場合

供給面積は約70％(約25万㎡)増加

余剰熱を利用したエネルギー

供給面積は約70％(約25万㎡)増加

熱供給事業者
 名駅東

（DHC）
将来需要家 名駅南

（DHC）

需要家

●設備増強せず供給エリアを拡大

余剰熱を利用したエネルギ
ネットワークの拡張イメージ

熱利用熱利用
DHC 連携 

●設備増強せず供給エリアを拡大

●負荷平準化による運転効率向上

熱需要家
NT-Ⅱビル

将来開発
スマートエネルギーネットワーク

熱

通信

CGS CGS

名駅四丁目 
１０番地区

熱利用 熱利用

電力
都市ガス

熱

電力
都市
ガス

蓄熱槽

蓄熱槽

CGS
CGS

名駅四丁目１０番地区

●初期投資とエネルギーコストの削減

●ピーク電力の削減とDCPの構築
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名駅四丁目１０番地区 
のスキームを展開 

●ピ ク電力の削減とDCPの構築
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１既存市街地再生型スマートエネルギーネットワークの整備１既存市街地再生型スマートエネルギーネットワークの整備１既存市街地再生型スマ ト ネルギ ネットワ クの整備１既存市街地再生型スマ ト ネルギ ネットワ クの整備

1-④ 防災ネットワークの構築

名古屋駅名古屋駅
地下回遊性を構築地下回遊性を構築

●防災兼用コージェネの活用

名古屋駅前地区ＤＣＰシステム

構構

・最大需要電力の75%を供給

（CGS+非発専用機）

●防災兼用コ ジェネの活用
ミッドランドスクエア

・燃油量に左右されないデュアル型

・ピーク電力の削減（▲15％）

（平常時 計画削減時に有効）

ウインク愛知～

名古屋クロスコートタワー

（平常時・計画削減時に有効）

●避難者受入れスペース

地下通路、サンクン広場を活用

●大規模蓄熱槽、井水の活用
防災拠点防災拠点

名駅四丁目１０番地区

6

空調、飲料水、給湯を確保。 地下街～

センチュリー豊田ビル
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２２ 地域環境インパクト低減型建築の構築地域環境インパクト低減型建築の構築２２ 地域環境インパクト低減型建築の構築地域環境インパクト低減型建築の構築

2-① 目的

テナントビル特有の課題の解決

2 ② 現状の課題2-② 現状の課題

●店舗内の大温度差（ΔT=10℃）確保が困難●店舗内の大温度差（ΔT 10℃）確保が困難

店舗内は別途工事であり、コスト・納期の制約から、

「汎用品（ΔT ５℃） 使用 や「定流量制御 になりがち「汎用品（ΔT=５℃）の使用」や「定流量制御」になりがち

●貸オフィスでのクールビス推進が困難

温度設定だけのクールビズでは湿度が高く、協力を得難い

「DHCの効率低下」「面的拡大の阻害」「DHCの効率低下」「面的拡大の阻害」
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２２ 地域環境インパクト低減型建築の構築地域環境インパクト低減型建築の構築２２ 地域環境インパクト低減型建築の構築地域環境インパクト低減型建築の構築

2-③ テナントビル特有の課題解決システム

カスケード往還温度差 補償システム

共用部にデシカント空調を採用
外気 除湿

顕熱熱交換器

気給
冷却
コイル

常用防災兼用ＣＧＳ

デシカント空調機

共用部にデシカント空調を採用、
店舗のファンコイルと直列に接続

↓
ナ ト 備 依存せず

再生排気
還気

70℃デシカントロータ

冷房

再熱用
コイル

冷
水

廃
熱
温
水 17.5℃

冷水管 往管

還管

テナント設備に依存せず、
「カスケード利用」で大温度差確保

ファンコイルユニット 温度差補償弁

7.5℃～12.5℃

環境選択式 潜熱･顕熱分離空調システム
室内還気

ファンコイルユニット 温度差補償弁

●外気除湿により快適性を向上、
テナントのクールビズを誘導

外気

テナントオフィス用空調機

低湿度空気を供給低湿度空気を供給

潜熱処理ユニット

外気低湿度空気を供給低湿度空気を供給

（外気を除湿）（外気を除湿）

クールビズスイッチ

クールビズ実施率
をモニタリング●実施率のモニタリングと

毎朝の設定温度リセットにより、
ク ルビズを推進
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快適なクールビズ環境（ 28℃40％）を実現

（外気を除湿）（外気を除湿）

クールビズを推進

名駅四丁目10番地区省ＣＯ２先導事業

３３ 地域連動型省ＣＯ地域連動型省ＣＯ２２マネジメントの推進マネジメントの推進３３ 地域連動型省ＣＯ地域連動型省ＣＯ２２マネジメントの推進マネジメントの推進

3-① 目的

3-② 導入システム

需要家側と熱供給側が協調・連携して 省CO2化の「知恵」を共有

3-② 導入システム

モニタリングシステムの取り組み

●エネルギー課金計量システム

●省ＣＯ２効果モニタリングシステム

BEMSを活用したAEMSの具体的取り組み

●複数建物のＢＥＭＳ集積データに基づくＤＨＣ需給制御

●Ｃｘチームによるライフサイクルエネルギーマネジメント

9

●Ｃｘチ ムによるライフサイクルエネルギ マネジメント
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４４ まとめまとめ

4-① 波及性・普及性

４４ まとめまとめ

本プロジェクトにより

● テナントビル特有の課題を解決し、エネルギーの高効率化を図る

●地方都市の既存市街地で面的利用を拡大・促進することができる

「既存市街地におけるスマートエネルギーネットワーク」のプロトタイプ

全国の「地方中核都市」への波及・普及効果が高い

4-② 省ＣＯ２効果（DHC効果を含む）

CO２排出削減量
6,000

その他CO２排出削減量
１,６６１ （t-CO2/年） 4,000

t-
C

O
2)
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動力

照明コンセント

-32.3%
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CO２排出削減率
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-
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熱搬送
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従来 本プロジェクト
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ホテルホテル オリオンオリオン モトブモトブ
環境共生リゾートプロジェクト環境共生リゾートプロジェクト

オリオンビール株式会社オリオンビール株式会社オリオンビ ル株式会社オリオンビ ル株式会社

プロジェクトの概要プロジェクトの概要
国頭郡本部町

伊江島 計画地

計画地は、沖縄本島北部の国頭郡本部町に位置し、海
洋博記念公園、美ら海水族館に隣接し、眼下にエメラルド
ビーチ・伊江島を望む立地にあるビーチ・伊江島を望む立地にある。

施設計画にあたっては、沖縄の気候･風土を活かしたデザ
イン 古来より大切にされてきた自然との調和を空間創りの

那覇市
イン、古来より大切にされてきた自然との調和を空間創りの
コンセプトとした。

そこで、沖縄の恵まれた水・太陽・地熱、そして気候を最そこで、沖縄の恵まれた水 太陽 地熱、そして気候を最
大限に生かし、「水と空気のトータルエネルギーシステム」を
構築することによって、暑熱地域の省ＣＯ２技術を先導する
環境共生リゾ ト 創生を目指し る 計画地

ホテルホテル オリオンオリオン モトブモトブ リゾート＆スパリゾート＆スパ

環境共生リゾートの創生を目指している。 計画地エメラルド
ビーチ

ホテルホテル オリオンオリオン モトブモトブ リゾ ト＆スパリゾ ト＆スパ

敷地面積：36,118m2

延床面積：34,000m2
美ら海水族館延床面積 34,000m

階 数：地上12階
客 室 数：約240室
構 造：SRC造

美ら海水族館

海洋博記念公園

伊江島

p.p.22

構 造：SRC造
工 期：H24年12月～H26年4月（予定）



地域特性、施設特性地域特性、施設特性

・高い高度からの強い日射と年間を通じて高温多湿な外部環境

・地下数十メートルで水温23℃程度の冷泉、千数百メートルで40℃程度の温泉
が豊富な水量で得られる

・一次エネルギー消費量は、4,000MJ/㎡･年を超える施設もあり、エネルギー多
消費型施設と言える 特に 水と湯 消費量が多消費型施設と言える。特に、水と湯の消費量が多い。

・電力のＣＯ２排出量原単位は他の電力会社の２倍以上

・毎年数多くの修学旅行生を迎え入れる計画

外気の除湿に必要な

200

た
り

年
］

気
エネルギーの比較

100
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単
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外
気
量
あ

荷
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に
よ
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荷

p.p.33

0 1

冷
却

除
の

年

那覇 東京

省省ＣＯＣＯ２２を実現するための３つの☆アイディア・技術テーマを実現するための３つの☆アイディア・技術テーマ

本施設 水と湯 消費量が 沖縄 高温多湿な環境 ト

冷泉 温泉 熱 地熱
太陽の

光 影
太陽の

沖縄 強 射は創 ネ ポ

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

本施設の水と湯の消費量が
多い特性から、

冷泉井と温泉井を掘削し、水

沖縄の高温多湿な環境のコント
ロールが省CO2化のポイントであり、

豊かな太陽熱と地熱を利用した

沖縄の強い日射は創エネのポ
テンシャルが高い一方で、冷房
負荷の増大や不快な内外部空
間を生むため

冷泉井 温泉井を掘削 、水
資源の自立化・省資源化を
図る

同時に 水温レベルを生かし

豊 な太陽熱 地熱を利用
自然エネルギー型デシカント空調
システムを構築する

先進の潜熱・顕熱分離空調の考

間を生むため、

建物周囲に、強い日射や雨を
遮る「あまはじ」と呼ばれる沖縄

同時に、水温レベルを生かし
たヒートポンプ技術・熱回収技
術を用いてエネルギー有効利
用システムを構築する

先進の潜熱・顕熱分離空調の考
え方を導入し、中温大温度差送
水の高効率冷熱源システムを構
築する

の伝統手法に太陽光発電パネ
ルを組み合わせた「ソーラーあ
まはじ」を計画に取り入れる

施設特性と水温レベルを生かす施設特性と水温レベルを生かす
水資源 有効利用シ ム水資源 有効利用シ ム

用システムを構築する 築する

豊かな太陽熱と地熱を生かす
温度と湿度 ト

強い太陽エネルギーを生かす
創 ネと日射の ント ル水資源の有効利用システム水資源の有効利用システム 温度と湿度のコントロール 創エネと日射のコントロール

Ⅰ-①冷泉を熱源水⇒冷凍機のCOP向上

Ⅰ-②冷凍機排熱を熱源水⇒給湯用ＨＰのCOP向上

Ⅰ-③温泉を熱源水⇒給湯用ＨＰのCOP向上

Ⅱ-①外気をクールヒートトレンチ、井水で予冷

Ⅱ-②デシカント外調機⇒効率よく除湿、井水で冷却

Ⅱ-③中温大温度差送水－－－－－－－－－－－－

Ⅲ-①「ソーラーあまはじ」⇒日射遮蔽、創エネ

Ⅲ-②発電パネルに井水を散水・・・・・－－－－－
－－－⇒発電効率の向上、植栽への散水を兼用

Ⅰ ③温泉を熱源水⇒給湯用ＨＰのCOP向上

Ⅰ-④大浴場の温泉排水から熱回収⇒給湯の予熱

Ⅰ-⑤除湿のない冬期⇒太陽熱を給湯に利用

－－－－－－－⇒冷凍機COP向上と搬送動力削減

Ⅱ-④デシカントの再生⇒太陽熱を利用

Ⅱ-⑤デシカントの排熱回収⇒給湯用HPのCOP向上

Ⅲ-③「ソーラーあまはじ」下部にミスト散布 －－－
⇒冷却された空気を室内に導入し冷房負荷削減

p.p.44
水と空気のトータルエネルギーシステム水と空気のトータルエネルギーシステム



水と空気のトータルエネルギーシステムフロー水と空気のトータルエネルギーシステムフロー イメージイメージ

低 ⾼

⽔
⽔温レベル

太陽熱温⽔器
Ⅰ－⑤

Ⅱ－④

熱

給湯60℃

⽔
25℃

上⽔受⽔槽

上⽔

30〜60℃
上⽔給⽔

Ⅱ ④

給湯
⼤浴場

上⽔受⽔槽

低温貯湯槽 ⾼温貯湯槽

温泉40℃

冷泉（井⽔）23℃

O.F.

雑⽤⽔給⽔
60℃

Ⅰ－②冷泉 温泉

温⽔プール温排⽔槽35℃

冷槽
23℃

排⽔還元井 排⽔

30℃ 温泉井冷泉井
⽔熱源ヒートポンプ
加温器

通期の温熱源
中温槽
27℃

温槽
35℃

Ⅰ ①

Ⅰ－④

冷泉 温泉

冬の主温熱源

排⽔還元井 排⽔

ソーラー
あまはじ 排気空気熱源ヒ トポンプ

12℃ 22℃

⽔熱源ヒートポンプ
加温器

夏の主温熱源

27℃ 35℃
⾼効率
冷凍機

散⽔

ミスト

Ⅰ－① Ⅰ－③

Ⅱ－③
Ⅲ－①

Ⅲ－②

Ⅲ－③
Ⅱ ④

光
あまはじ

55℃ 45℃

外気

放射パネル

夏：28℃50%Rh
冬：20℃40%Rh外部空間

ヒートポンプ
加温器

C

C 夏：33℃70%Rh
冬：13℃50%Rh

FCU

C

C

H

C

33℃ 33℃38℃
ミスト
散布 空気

Ⅱ－①
Ⅱ ②

Ⅱ－⑤

Ⅱ－④

空気温度・湿度レベル
⾼低

内部空間 井⽔冷却 デシカント
外調機 井⽔予冷却 クールヒートトレンチ

冬：13℃50%RhⅡ－②

地熱

冷泉 温泉 太陽熱 地熱 太陽光とい た自然エネルギ を 水と空気の

p.p.55

冷泉、温泉、太陽熱、地熱、太陽光といった自然エネルギーを、水と空気の
流れの中に取り入れて、そして、地域特性・施設特性に合った技術を巧み
に組み合わせることで、各々の技術の効率をより高く向上させるシステム

Ⅰ-④⼤浴場の温泉排⽔から冷泉 温泉

Ⅰ 冷泉と温泉を組み合わせた☆技術冷泉と温泉を組み合わせた☆技術

低 ⾼⽔温レベル施設特性と⽔温レベルを⽣かす
⽔資源の有効利⽤

Ⅰ-④⼤浴場の温泉排⽔から
熱回収して、給湯の予熱を⾏う。

Ⅰ-⑤除湿のない冬場

⽔
上⽔

太陽熱温⽔器

上⽔給⽔

Ⅰ ⑤除湿のない冬場
には、太陽熱を給湯に
利⽤する。

給湯給湯
６０６０℃℃⽔

給湯
⼤浴場

給湯60℃25℃
上⽔受⽔槽

低温貯湯槽 ⾼温貯湯槽

30〜60℃

冷泉（井⽔）23℃

O.F.

上⽔給⽔

雑⽤⽔給⽔
60℃

６０６０℃℃

温⽔プール温排⽔槽35℃

冷槽
23℃

温泉40℃

30℃ 温泉井冷泉井
⽔熱源ヒートポンプ
加温器

通期の温熱源
中温槽
27℃

温槽
35℃

冷泉冷泉
２３２３℃℃

温泉温泉
４０４０℃℃

冬の主温熱源

温⽔プ ル温排⽔槽35℃

排⽔還元井 排⽔
⽔熱源ヒートポンプ
加温器

通期の温熱源

27℃ 35℃
⾼効率
冷凍機

ドライ

ソーラー
あまはじ

55℃ 45℃

排気

放射パネル

空気熱源ヒートポンプ
加温器

12℃ 22℃

FCU

夏の主温熱源

H

C

33℃ 33℃38℃

ミスト
散⽔

C C

空気
Ⅰ-③温泉（40℃）を熱源⽔として、Ⅰ-①冷泉（23〜

外気夏：28℃50%Rh
冬：20℃40%Rh

内部空間

外部空間

井⽔冷却 デシカント
外調機

井⽔予冷却 クールヒートトレンチ
夏：33℃70%Rh
冬：13℃50%Rh

C

C

C

C

⾼低

Ⅰ ③温泉（40℃）を熱源⽔として、
温⽔プールの温度レベル（３０℃）
まで利⽤し、給湯⽤HPのCOP向上
を図る。

27℃）を熱源⽔として、
冷凍機のCＯP向上を図
る。 Ⅰ-②冷凍機排熱(35~37℃)

を熱源⽔として給湯⽤HPの

p.p.66

空気温度・湿度レベル相互利⽤
を熱源⽔として給湯⽤HPの
COP向上を図る。



熱 地熱
太陽のⅡ 太陽熱と地熱を組み合わせた☆技術太陽熱と地熱を組み合わせた☆技術

低 ⾼⽔温レベル
豊かな太陽熱と地熱を⽣かす
温度と湿度のコントロール

熱 地熱

上⽔

太陽熱温⽔器

上⽔給⽔

Ⅱ-④デシカント
の再⽣には太陽
熱を⽤いる 除⽔

給湯
⼤浴場

給湯60℃25℃
上⽔受⽔槽

低温貯湯槽 ⾼温貯湯槽

30〜60℃

冷泉（井⽔）23℃

O.F.

上⽔給⽔

雑⽤⽔給⽔
60℃ Ⅱ-⑤外気温湿度が⾼く、

デシカントシステムが稼

熱を⽤いる。除
湿の不要な冬場
には太陽熱は給
湯に⽤いる。

⽔
Ⅱ-⑤外気温湿度が⾼く、
デシカントシステムが稼
Ⅱ-⑤外気温湿度が⾼く、
デシカントシステムが稼

温⽔プール温排⽔槽35℃

冷槽
23℃

温泉40℃

30℃ 温泉井
⽔熱源ヒートポンプ
加温器

通期の温熱源
中温槽
27℃

温槽
35℃

働する夏場の給湯は空気
熱源ヒートポンプ加温器
を⽤い、デシカントの排
熱を回収してCOPを向冷泉井

働する夏場の給湯は空気
熱源ヒートポンプ加温器
を⽤い、デシカントの排
熱を回収してCOPを向

働する夏場の給湯は空気
熱源ヒートポンプ加温器
を⽤い、デシカントの排
熱を回収してCOPを向

冬の主温熱源

温⽔プ ル温排⽔槽35℃

排⽔還元井 排⽔
⽔熱源ヒートポンプ
加温器

通期の温熱源

27℃ 35℃
⾼効率
冷凍機

ドライ

上させる。

Ⅱ-③中温⼤温度差
送⽔熱源システムを

上させる。上させる。

ソーラー
あまはじ

55℃ 45℃

排気

放射パネル

空気熱源ヒートポンプ
加温器

C

12℃ 22℃

FCU

夏の主温熱源

C

H

C

33℃ 33℃38℃

ミスト
散⽔

空気
送⽔熱源システムを
構築し、冷凍機
COP向上と搬送動
⼒削減を図る。

⾼低

外気夏：28℃50%Rh
冬：20℃40%Rh

内部空間

外部空間

井⽔冷却 デシカント
外調機 井⽔予冷却 クールヒートトレンチ

C

C 夏：33℃70%Rh
冬：13℃50%Rh

C

C

p.p.77

空気温度・湿度レベル
Ⅱ-①⾼温多湿の外気を
クールヒートトレンチで予冷する。
さらに、井⽔(冷泉)を⽤いて予冷する。

Ⅱ-②デシカント外調機により
効率よく除湿し、井⽔(冷泉)に
より冷却して室内に供給する。

太陽の
Ⅲ 太陽の光と影を組み合わせた☆技術太陽の光と影を組み合わせた☆技術

低 ⾼⽔温レベル
光 影

強い太陽エネルギーを⽣かす
創エネと⽇射のコントロ ル

上⽔

太陽熱温⽔器

上⽔給⽔

創エネと⽇射のコントロール

⽔
植栽ポット 冷泉散⽔

太陽光発電パネル

給湯
⼤浴場

給湯60℃25℃
上⽔受⽔槽

低温貯湯槽 ⾼温貯湯槽

30〜60℃

冷泉（井⽔）23℃

O.F.

上⽔給⽔

雑⽤⽔給⽔
60℃

Ⅲ-③⽐較的湿度の
低い中間期には

⽔

温⽔プール温排⽔槽35℃

冷槽

温泉40℃

30℃ 温泉井
⽔熱源ヒートポンプ
加温器

通期の温熱源
中温槽 温槽

35℃23℃ 27℃

低い中間期には
「ソーラーあまは
じ」下部にミスト散
布を⾏い、冷却され
た空気を室内に取り

Ⅲ-②｢ソーラーあ
まはじ｣に井⽔を散
⽔することにより
発電効率の向上を

コンクリートルーバー

冬の主温熱源

温⽔プ ル温排⽔槽35℃

排⽔還元井 排⽔GL-25m

400〜
800m3/⽇

GL-1,000m

⽔熱源ヒートポンプ
加温器

通期の温熱源

27℃ 35℃
⾼効率
冷凍機 250m3/⽇

ドライ

た空気を室内に取り
⼊れる。発電効率の向上を

図る。この散⽔は、
植栽への散⽔を兼
ねる。 ミスト散布

55℃ 45℃

排気

放射パネル

空気熱源ヒートポンプ
加温器

C

12℃ 22℃

FCU

夏の主温熱源

H

C
33℃ 33℃38℃ 空気

C

ソーラー
あまはじ

ドライ
ミスト
散⽔

気温 湿
⾼低

外気夏：28℃50%Rh
冬：20℃40%Rh

内部空間 井⽔冷却 デシカント
外調機 井⽔予冷却 クールヒートトレンチ

C

C 夏：33℃70%Rh
冬：13℃50%Rh

C

C
外部空間 ソーラーあまはじ

断⾯イメージⅢ-①「ソーラーあまはじ」
により 強い⽇射を遮り影を

p.p.88

空気温度・湿度レベルにより、強い⽇射を遮り影を
つくりながら創エネ（電⼒）
を⾏う。



沖縄の⽔・太陽・地熱
そして気候を⽣かす

多数の県内
同種施設の改修、

インターネットを
通じた啓蒙活動を⾏う

システム断面イメージシステム断面イメージ

そして気候を⽣かす
⽔ と 空気 の
トータルエネルギーシステム概念図

客室

客室

乾いた空気
（夏期）

太陽熱温⽔器

iBEMS
発信普及

啓発最適化
システムの 滞在者の

県内
施設への

同気候
海外へ

同種施設の改修、
建替に⽣かす

通じた 蒙 ⾏う

客室

客室

客室⾃然換気
（中間期）

（夏期） 啓発最適化 修学旅⾏⽣を
積極的に受け⼊れる

この⽔と空気のトータルエネルギーシステ
ムを最適化し、省CO2効果を最⼤限に発揮
させるために、BEMSを導⼊する。

客室

客室

光 影
太陽の 熱 地熱

太陽の
冷泉 温泉

⼤浴場

客室

客室

強い太陽エネルギーを⽣かす
創エネと⽇射のコントロール

光 影 熱 地熱
豊かな太陽熱と地熱を⽣かす
温度と湿度のコントロール

施設特性と⽔温レベルを⽣かす
⽔資源の有効利⽤

⼤浴場

宴会場

泉 泉給湯（冬期）

⾼温多湿の
外気

デシカント再熱（夏期）

レストラン

熱源機械室
井泉散⽔

ミスト散布

C

C

冷泉 温泉給湯（冬期）

⽔熱源
給湯ＨＰ

デシカント
外調機

排気
空気熱源
給湯ＨＰレストランミスト散布 放射冷房

給⽔

給湯ＨＰ

⾼効率
冷凍機

排気

⽔熱源
給湯ＨＰ 温⽔プールへ

雑⽤⽔

p.p.99

温槽35℃中温槽27℃冷槽23℃温排⽔槽35℃

環境性能・省ＣＯ環境性能・省ＣＯ２２効果効果

■■CASBEECASBEE新築新築

SSランクランク
（（BEEBEE＝＝3 43 4））（（BEEBEE＝＝3.43.4））

＜省CO2効果＞

CO2排出量の比較 [単位：ton-CO2／年]

9,000

■■COCO22削減量削減量7,000

8,000

O
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省省ＣＯＣＯ２２技術の波及・普及効果技術の波及・普及効果

水と空気のトータルエネルギーシステムを最適化し、省CO2効果を最大限に発
揮させるために、BEMSを導入する。
BEMSにより得られた省ＣＯ２効果の実績は ホテルのインフォメーションシステムBEMSにより得られた省ＣＯ２効果の実績は、ホテルのインフォメーションシステム

と連携を図り、修学旅行生等の滞在者への省ＣＯ２啓発を行う。
また、県内施設への波及・普及活動、さらには、多国語化することで、同気候の

海外へ発信し、啓蒙活動を行う。

多数の県内 インターネットを多数の県内 インターネットを

県内 同気候

同種施設の改修、
建替に⽣かす

通じた啓蒙活動を
⾏う

県内 同気候

同種施設の改修、
建替に⽣かす

通じた啓蒙活動を
⾏う共存共栄共存共栄

発信普及
県内
施設への

同気候
海外へ
発信普及

県内
施設への

同気候
海外へ

iBEMS
システムの 滞在者の

iBEMS
システムの 滞在者の

社会貢献社会貢献

啓発最適化
システムの 滞在者の

修学旅⾏⽣を
啓発最適化

システムの 滞在者の

修学旅⾏⽣を省省ＣＯＣＯ 化化

p.p.1111

修学旅⾏⽣を
積極的に受け⼊れる

修学旅⾏⽣を
積極的に受け⼊れる

省省ＣＯＣＯ２２化化



2012年8月23日
第10回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成24年度第1回国土交通省 平成24年度第1回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

愛知学院大学名城公園キャンパス愛知学院大学名城公園キャンパス
低炭素化推進プ ジ クト低炭素化推進プ ジ クト低炭素化推進プロジェクト低炭素化推進プロジェクト

学校法人学校法人 愛知学院愛知学院学校法人学校法人 愛知学院愛知学院

東京都市大学東京都市大学 涌井史郎涌井史郎

株式会社株式会社 大建設計大建設計株式会社株式会社 大建設計大建設計

中部電力中部電力 株式会社株式会社

東邦ガス東邦ガス 株式会社株式会社東邦ガス東邦ガス 株式会社株式会社

熊谷・名工特定建設工事共同企業体熊谷・名工特定建設工事共同企業体

建築概要

名城公園

知学院 学講堂・大教室棟 高層棟 PC室・図書館棟

広域地図建物概要

市役所
名古屋城

愛知学院大学
名城公園キャンパス

講堂・大教室棟 高層棟 PC室・図書館棟

食堂棟

名古屋駅
丸の内 久屋大通

名古屋駅

伏見

栄

：地下鉄駅

建設地周辺地図
【 建 設 地 】

愛知県名古屋市北区名城三丁目3番地の2及び3
【敷地概要】

愛知学院大学
名城公園キャンパス

【敷地概要】
・名古屋市都心部の旧国有地
・財務省、国土交通省、名古屋市等からなる「名古屋市
名城 柳原地区都市再生プロジェクト」 の 区画

名城公園

名城・柳原地区都市再生プロジェクト」 の一区画
・名古屋城の城址公園である名城公園の東に位置し、
名古屋市役所、愛知県庁、病院等が並ぶ官庁街に隣接

【敷地面積】 約23 000 ㎡

●名古屋城 名古屋医療センター
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【敷地面積】 約23,000 ㎡
【延床面積】 約33,000 ㎡ 愛知県庁

名古屋市役所



プロジェクト概要

愛知学院・学識者・設計会社・施工会社・エネルギー事業者が一体となり、省ＣＯ２ 、
電力需給対策、防災等に資する建築・設備計画の策定、省ＣＯ２技術の導入、実証

実施体制図

実験の実施、省ＣＯ２技術の展開を行うプロジェクト

最適な建築・設備計画の策定

・愛知学院・学識者・設計会社・施工会社・エネルギー
事業者が一体となり、省ＣＯ２ 、電力需給対策、防災、
コスト、運用面から精査し、最適な建築・設備計画を策定

先導性・ﾓﾃﾞﾙ性の高い省CO2技術の導入

・地域特性を生かした環境配慮型建築
・大学施設における電力需給対策を考慮したシステム構成

・防災自立機能と省ＣＯ２の両立

実証実験の実施

スケジュール
・環境配慮型建築の効果検証
・熱源・空調システムの運用・制御方法の検証と確立
・コミッショニング・チュ ニングの実施

実証実験の実施

ネ ギ 管理＋学生 教職員 の啓発

省CO2技術の展開

・コミッショニング・チューニングの実施
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・エネルギー管理＋学生・教職員への啓発
・地域住民・官庁への「省ＣＯ２・防災」に関する情報発信

・愛知学院他ｷｬﾝﾊﾟｽ、他の大学・建築物への展開 【補助対象期間】 平成24年度～平成27年度

先導性・モデル性の高い省ＣＯ２技術の導入

地域特性を生かした
環境配慮型建築

地域特性を生かした
環境配慮型建築

防災自立機能と省CO2の両立防災自立機能と省CO2の両立大学施設における電力需給対策を
考慮したシステム構成

大学施設における電力需給対策を
考慮したシステム構成

良質な学習環境確保と省CO2の両立良質な学習環境確保と省CO2の両立
自然・未利用エネルギーの

有効活用
自然・未利用エネルギーの

有効活用

太陽光発電
自然換気システム

居室空気の

Low‐E複層ガラス

タスクアンビエント照明

居室空気の
カスケード利用 WC

･
･ 停電対応型

発電機能付GHP

北 南

停電対応型

地中熱利用
ヒートポンプ居住域空調

WC

･
･

･

研究室

発電機能付GHP
ガスコージェネレーション

誘引放射空調
Low‐E複層ガラス

誘引放射空調

大教室

大教室

緑化型
トップライト

WC

･
･

共有部

大教室

講堂

事務室

クール＆ヒートピット 井水の
カスケード利用

涼風の
利用

クール＆ヒートピット 雨水貯留槽

排水槽
排熱投入型

ガス吸収冷温水機
井水の
くみ上げ

貯留槽へ

カスケ ド利用

食堂棟PC室・図書館棟高層棟講堂・大教室棟

雨水貯留槽ガス吸収冷温水機 くみ上げ
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地域特性を生かした環境配慮型建築

名城公園キャンパスのクールアイランド現象と
建物分棟配置計画

名城公園からの涼風の積極的活用

夏季日中の気温分布・名城公園のクールアイランド現象に加え、敷地内に
緑地を確保することで涼風効果を最大限利用し、
さらにクール＆ヒートピットの導入により、外気負荷を

減

建物分棟配置計画と
周辺気温分布（西風時）

低減

西風

・風通しや日射負荷を考慮した建物分棟、東西軸配置

周辺環境に配慮した分棟配置

38.0℃30.0℃

により、周辺建築物への熱負荷の低減およびキャン
パスの恒久的なエネルギー消費の低減 ※CFDシミュレーション結果

名城公園敷地

愛知学院大学名城公園
キャンパス

東西軸配置により
風通しを確保

躯体による省CO2

公園周辺の気温が
2～3℃低下する。

・Low‐E複層ガラス、高い断熱躯体、屋上緑化により
日射を遮蔽し、空調負荷を低減

・室内と室外との温度差を利用した自然換気システム
を採用し 空調負荷を低減
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を採用し、空調負荷を低減
参考文献：Okello Philip Ohieng: INFLUENCE 
OF LAND ON THERAMAL COMFORT AND 
TEMPERATURE IN DISTRIBUTION IN AN 
URBAN AREA,ICHES 2011 in Sapporo 3‐6

大学施設における電力需給対策を考慮したシステム構成

多様な発電方式と蓄電池の組合せによる
電力デマンド低減

電力デマンド削減イメージ

電力デ ンド低減

・夏季の昼間に電力負荷が増大する大学施設における
電力需給対策を考慮したエネルギーシステムのモデ
ルケースとして 太陽光発電＋リチウムイオン蓄電池

消
費

電
力

ルケ スとして、太陽光発電＋リチウムイオン蓄電池、
ガスコージェネレーションの多様な分散電源を導入

・最新の電気・ガス空調の採用、需要側制御手法の確
立により、最大40％程度の電力デマンド低減が可能な

築

時
刻

別
消

0:00 6:00 12:00 18:00 0:00

システムを構築

時間

約1%
約9％

需要側制御

太陽光＋蓄電池

時間

最新の電力・ガス空調の組合せ

約31％

約2％
約1%

コージェネ

ガス空調

約40%
低減

・排熱投入型ガス吸収冷温水機と空冷ヒートポンプの
ミックス空調方式を導入し、コージェネの排熱の有効利
用を行い、電力・ガスのエネルギー運用変更が可能な
システムを構築 想定負荷システムを構築

・個別空調エリアにおいては、GHP・EHPを用途に応じて
導入し、最適運転を実施
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防災自立機能と省ＣＯ２の両立

災害時のｲﾝﾌﾗ途絶時のｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾛｰ緊急避難所としての食堂棟の
エネルギーシステム 太陽光 自然採光エネルギ システム

・非常用発電機と太陽光発電＋蓄電池による電源の多重化
地中熱 トポ プと停電対応型 等 最新技術 組み

太陽光
照明

自然採光

LED

太陽光発電

・地中熱ヒートポンプと停電対応型GHP等の最新技術の組み
合わせによる空調の多重化

停電対応型
ＧＨＰ

都市ガス

地中熱利用

空調
ＬＰＧボンベ

省ＣＯ２設備の組み合わせによる防災対応

系統電力
地中熱利用
ヒートポンプ

※非常用発電機もバックアップ電源として利用する

太陽光発電太陽光発電

停電・停都市ガス時の空調イメージ

非常用LPGボンベ →

非常時用非常時用
LPGLPGボンベボンベ

蓄電池蓄電池 停電対応型停電対応型
GHPGHP

地中熱利用地中熱利用
ヒートポンプヒートポンプ

非常用発電機非常用発電機
ＥＨＰ ＥＨＰＧＨＰ ＧＨＰ

都市ガス供給

電力供給
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電源、空調の多重化により防災自立機能を保有

実証実験の実施

西風が吹いた場合の周辺地域の気温分布
（CFDを用いたシミュレーション結果）環境配慮型建築の効果検証

・環境配慮型建築による外気負荷低減効果の検証のため、
計測器を設置し、実測データの収集を行い、実測データ
とシミュレーション結果の分析により 具体的な効果の検とシミュレ ション結果の分析により、具体的な効果の検
証を実施

熱源 空調システムの運用 制御方法の熱源・空調システムの運用・制御方法の
検証と確立

ガ 会社 連携 学施 熱 空

省ＣＯ２推進化委員会（案）

省ＣＯ２推進化委員会イメージ・電力・ガス会社と連携して、大学施設における熱源・空調
システムの電力需給状況、エネルギー価格動向に応じた
最適な運用方法・制御方法の検証・確立

コミッショニング・チューニングの実施

【出席者】
理事会メンバー等
施設管理部署（管財課）
学識者 教授

・ＢＥＭＳより採取したデータを基にコミッショニング、チュー
ニングを行い 本キャンパスにおいて確実な省ＣＯ２効果

学識者（涌井教授）
設計会社（大建設計）
施工会社（熊谷・名工ＪＶ）
エネルギー事業者（中部電力・東邦ガス）
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ニングを行い、本キャンパスにおいて確実な省ＣＯ２効果
を発揮

エネルギ 事業者（中部電力 東邦ガス）



省ＣＯ２技術の展開

本プロジェクトの省ＣＯ２活動の確実な展開に資するマネジメントシステムの構築
（愛知学院・学識者・設計会社・施工会社・エネルギー事業者が一体となった取り組み）

○ＢＥＭＳデータ分析

○涼風効果計測結果 実証実験を継続しつつ 愛知学院全体の省ＣＯ

省ＣＯ２推進化委員会（案）の実施
他キャンパスへの展開

○涼風効果計測結果

○双方向ツール活用結果

実証実験を継続しつつ、愛知学院全体の省ＣＯ２

活動方針の策定等を実施 ・本プロジェクトでの導入技術、
マネジメントノウハウの展開

出席者：理事会メンバー等
施設管理部署（管財課）
学識者（涌井教授）
設計会社（大建設計）

環境配慮型建築の効果検証
コミッショニング・
チューニングの実施

施工会社（熊谷・名工ＪＶ）
エネルギー事業者
（中部電力・東邦ガス）

本プロジェクトにおける「涼風効果」や
「名城公園のクールアイランド現象」
の効果検証を実施

本プロジェクトにおける「省ＣＯ２技術」
の導入に伴う検証（コミッショニング・
チューニング）を実施

熱源・空調システムの
運用・制御方法の検証と確立

電力・ガス会社とともに、本プロジェクトにお
ける「最適運用・制御方法」の検証・確立を
実施

学生・教職員への啓発
他の大学・建築物

への展開

運用 制御方法の検証と確立

・エネルギーの見える化 ・本プロジェクトで実証した
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・エネルギ の見える化
・携帯端末の利用

・本プロジェクトで実証した
省ＣＯ２ 技術の展開

省ＣＯ２技術の展開

地域住民・官庁への「省ＣＯ２・防災」をテーマとした情報発信

公開講演会による情報発信

周辺官庁 周辺住民

公開講演会による情報発信
公開講演会による情報発信

・近隣住民、官庁を対象に「省ＣＯ２・防災」をテーマ
に公開講演会や施設見学会を実施するなど周辺
地域への情報発信の拠点化

愛知学院大学

地域の防災拠点

愛知学院大学

地域の防災拠点 防災訓練の実施

・大規模災害時には、高層棟、食堂棟を開放し、
地域住民や官庁、地下鉄駅等の帰宅難民の受け
入れるよう、周辺官庁との協定を結ぶことを計画

地域の防災拠点

防災訓練の実施

防災訓練の実施

帰宅難民の受け入れ 非常用設備を活用した

・地域における防災対応の中核施設として、非常
用設備を利用して炊き出し訓練や防災訓練を定
期的に実施
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帰宅難民の受け入れ、
非常食の備蓄

非常用設備を活用した
炊き出し訓練の実施

期的に実施



環境効率・省ＣＯ２効果

建築物の環境効率の評価（CASBEE-新築[簡易版]）
2-1　建築物の環境効率（BEEランク&チャート） 2-2 ライフサイクルCO2(温暖化影響チャート） 2-3　大項目の評価（ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ）

Q2 サービ
3.4

標準計算

2

3

4

5

Q2 サービ

ス性能

Q3 室外環

境

(敷地内)

Q1

室内環境

3.479

100

S A B+

3.0 1.5 BEE=1.0

S: ★★★★★ A: ★★★★ B+: ★★★ B-: ★★ C: ★

BEE = 

①参照値

30%: ☆☆☆☆☆ 60%: ☆☆☆☆ 80%: ☆☆☆ 100%: ☆☆ 100%超: ☆

建設 修繕・更新・解体 運用 オンサイ ト オフサイ ト

100%

1

2

LR3 

敷地外環境

LR1 

エネルギー

23

50

環
境

品
質

Ｑ B-

0.5

②建築物の取組み

③上記+②以外の

オンサイト手法

0 40 80 120

④上記+

オフサイト手法

83%

82%

82%

このグラフは、LR3中の「地球温暖化への配慮」の内容を、一般

的な建物（参照値）と比べたライフサイクルCO2 排出量の目安

で示したものです

LR2 資源・

マテリアル0 50 100

0

環境負荷 L

C

（kg-CO2/年・㎡）

（ kg-CO2/年・m2 ）

CASBEE「S」ランクを目指す。

省ＣＯ２効果

標準条件でのＣＯ 排出量 2 092 CO /年

2,500

空調熱源 空調搬送・二次側 換気 照明 その他

31％省CO2

CASBEE S」ランクを目指す。

31％省ＣＯ２

標準条件でのＣＯ２排出量 2,092t‐CO2/年

1,500

2,000

量
[t

C
O

2
]

31％省CO2

ＣＯ２排出量 1,449t‐CO2/年 1,000

年
間

C
O

2
排

出
量

CO 削減効果 /年 （ ％）

100

500

標準施設 当施設

CO2削減効果：643ｔ/年‐CO2（31％）



2012年8月23日
第10回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成24年度第1回
住宅 建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジ クト

大阪ガス㈱大阪ガス㈱

住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

大阪ガス㈱大阪ガス㈱

新情報発信拠点プロジェクト新情報発信拠点プロジェクト新情報発信拠点 ジ ク新情報発信拠点 ジ ク

大阪ガス大阪ガス 株式会社株式会社

株式会社株式会社 アーバネックスアーバネックス

株式会社株式会社 安井建築設計事務所安井建築設計事務所

OSAKA GAS

１．「新情報発信拠点」 建物概要

（１）「環境とエネルギー」「食や住まい」に関する情報発信拠点を大阪市西区に建設する。
（２）建物には総合的な低炭素技術を導入。ＢＥＭＳにより最適運用を図るとともに、

地域のエリアエネルギーマネジメントと連携して地域単位での省CO２にも貢献する。地域の リア ネルギ マネジメントと連携して地域単位での省CO２にも貢献する。
（３）館内に２００名収容のホール、セミナールーム等を設け、本建物の運用データに基づく様々な

環境教育プログラムを来館者に提供。低炭素技術の普及活動に取り組む。

建物外観 位置図建物外観

大阪城

建設場所

位置図

大阪湾

建設場所
大阪市西区
千代崎３丁目

大阪ガスグループＣＳＲ憲章大阪ガスグループＣＳＲ憲章

３ ８６７ｍ２敷地面積 ３ ８６７ｍ２敷地面積

1
地上 ５階階 数

１０，３８７ｍ２述床面積

３，８６７ｍ２敷地面積

地上 ５階階 数

１０，３８７ｍ２述床面積

３，８６７ｍ２敷地面積



OSAKA GAS

２．来館者に提供する環境教育プログラム

当建物に導入する総合的な低炭素技術を実現するシステム、及びその実際の運用データをもとに、

作成する「環境教育プログラム」を習熟度にあわせて幅広い層に提供する。

<学生等広く一般の方を対象として>

参加体験型教育プログラム参加体験型教育プログラム
<建築技術に携わる方を対象として>

セミナー型・勉強会型セミナー型・勉強会型プログラムプログラム
<学生等広く一般の方を対象として>

参加体験型教育プログラム参加体験型教育プログラム
<建築技術に携わる方を対象として>

セミナー型・勉強会型セミナー型・勉強会型プログラムプログラム

参加体験型ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

｢燃料電池体験（案）」

参加体験型ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

｢燃料電池体験（案）」

講義型教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ講義型教育ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

セミナープラン（案）

CASBEE性能向上普及の講習会①

講義型教育ﾌ ﾛｸ ﾗﾑ

「地球環境問題ｾﾐﾅｰ（案）」

セミナープラン（案）

CASBEE性能向上普及の講習会①

講義型教育ﾌ ﾛｸ ﾗﾑ

「地球環境問題ｾﾐﾅｰ（案）」

WEBやＳＮＳを活用し
情報を広く発信。
未受講の方の参加意
欲を高める

電力ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝｽｾﾐﾅｰ③

Eco Integrated Design 講習会②

CASBEE性能向上普及の講習会①
WEBやＳＮＳを活用し
情報を広く発信。
未受講の方の参加意
欲を高める

電力ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾚｽﾎﾟﾝｽｾﾐﾅｰ③

Eco Integrated Design 講習会②

CASBEE性能向上普及の講習会①

2

欲を高める。
BEMSによる省CO2運用ｾﾐﾅｰ④

建築CPD講習⑤

欲を高める。
BEMSによる省CO2運用ｾﾐﾅｰ④

建築CPD講習⑤

（例）

OSAKA GAS

３．導入する総合的な省ＣＯ２技術

先導的提案先導的提案①① EcoEco IntegratedIntegrated DesignDesign（意匠計画と環境計画の統合）

・建物負荷を抑制する配置計画建物負荷を抑制する配置計画

（ウォールダクト、壁面緑化、木材外装、Low-eガラス)

･自然エネルギー利用

先導的提案先導的提案②② スマートエネルギー設備スマートエネルギー設備

（自然採光、太陽光、太陽熱、地中熱、雨水利用）

・再生可能エネルギーと自立型コージェネの最適運用

（太陽熱集熱パネル、自立型コージェネ、SOFC実証）

・停電時のセキュリティ対応停電時のセキュリティ対応

（２００名収容ホールの照明、空調、トイレ等の機能維持）

・エリアエネルギーマネジメントとの連携

（隣接建物への熱融通 節電対応・電力デマンド調整）（隣接建物への熱融通、節電対応・電力デマンド調整）

先導的提案先導的提案③③ 省ＣＯ省ＣＯ22マネジメントマネジメント

3

・ＢＥＭＳによるエネルギーの見える化と最適運用

・在室者数検知による照明、換気、冷暖房制御



OSAKA GAS

３．先導的提案① Eco Integrated Design

意匠計画と環境計画を統合したデザイン（Eco Integrated Design )を採用し、自然との調和や先進性
という建物コンセプトを具現化しつつ、自然エネルギーの利用や建物負荷の軽減を実現する。

壁 緑

ガラスカーテンウォール
による透過

情報発信モニター
からの発信

電車出入口

電車出口や幹線道路

配置計画外 観

金属パネル外装を利
用したウォールダクト木材を

利用した外装

壁面緑化
金属パネル外装
（ウォールダクト）

電車出口や幹線道路
からの視認性を確保

壁面緑化

吹抜

Low-℮ガラス

建物コア 木材外装

東面：壁面緑化と木材外装で負荷を低減
西面：Low-eガラスにより日射負荷を低減

展示施設としての賑わいや自然との調和や先
進性といったコンセプトを具現化しつつ、建物

4

南面：建物コアと無開口の壁面で負荷を低減
北面：ウォールダクトにより外皮負荷を低減

アクセス経路や方位を考慮し、自然光の取入れ
や建物負荷の軽減を行なっている。

OSAKA GAS

３．先導的提案① Eco Integrated Design

自然採光や太陽熱といった自然エネルギーの活用に加え、北面外壁には負荷軽減の技術であるウォールダ
クトを採用し、 Eco Integrated Design を実現する。

空調排気による

ウォールダクト自然エネルギーの活用
＜ウォールダクト＞

＜一般的な外壁＞ ＜ウォールダクト＞

空調排気による
空気層

４階 展示エリア 

5F 

4F 

冷房
26℃ 金属パネル外装

冷房
26℃

外気
35℃

外気
35℃

北面からの
自然採光

吹抜 

3F 
情報発信モニター

屋内

外壁外壁

屋内 屋外 屋外
自然エネルギーを 

利用した輻射冷暖房 

2F 

1F 

・建物北面の吹抜から自然採光を行なう。
・吹抜部には自然エネルギーを利用した輻射
冷暖房を設置して居住域空調を行なう

・外壁と外装パネルの間に、空調された室内空
気を排気することで空気層を形成し、外皮負
荷を低減する

外壁外壁

5

冷暖房を設置して居住域空調を行なう。 荷を低減する。



OSAKA GAS

３．先導的提案② スマートエネルギー設備

再生可能エネルギーや自立型コージェネを導入し、ＢＥＭＳにより建物の最適運用を行う。また、
エリアＥＭＳとも連携して隣接建物に熱融通・分散電源の制御を行い、地域単位での省CO2に貢献する。

■「新情報発信拠点」分散電源の運用制御

自立型
ガスヒーポン

自立型
コージェネ 蓄電池

太陽光発電
太陽熱パネル

新情報発信拠点

■「新情報発信拠点」分散電源の運用制御

➀通 常 時 ②節 電 時 ③停 電 時

ジ ネ

節電中 停電中＜電力日負荷パターン＞

ガスヒ ポン コ ジェネ 太陽熱パネル

ＳＯＦＣ
実証フィールド

隣接建物（既築）

エリア電力供給

太陽光発電
コージェネ

電力
需要

エリア電力供給

コージェネ
出力増

蓄電池

エリア電力供給

電力
需要

太陽光発電

コージェネ太陽光発電

蓄電池

コージェネ

電力
需要

5Fホール空調負荷

リアＥＭＳ

エリア熱負荷 エリア電気負荷

隣接建物（既築）

館内電気負荷

館 空 負荷

エリアＥＭＳ

館内空調負荷

熱源
プラント ＜熱融通＞

ジェネリンク 自立型
コージェネ

調達電源

BEMS

エリア（電力・熱）プラント（既設）

6
都市ガス

（中圧路線）

＜熱融通＞ 調達電源

OSAKA GAS

３．先導的提案② スマートエネルギー設備

<電力日負荷パターン>
節電と停電対応

節電中 停電中

①① 通常時通常時 ②② 節電時節電時 ③③ 停電時停電時

太陽光発電
コージェネ コージェネ

出力増

コージェネ太陽光発電 コージェネ

系統電力供給
電力
需要

系統電力供給

出力増

蓄電池
電力
需要

太陽光発電

電力
需要

系統電力供給
太陽光発電

蓄電池

停電時も200名ホールの機能を維持。
（来館者に安全・安心を提供 ）

太陽光発電と自立型コージェネの
最適運用を行い 排熱は建物空調

エリア電力事業者からの節電要望
時には コージェネの出力調整を

重要用負荷

（来館者に安全・安心を提供。）最適運用を行い、排熱は建物空調
熱源に利用。
余剰となった熱は隣接エリアに融
通し省CO2を実現する。

時には、コージェネの出力調整を
行うと同時に、太陽光発電等で
蓄電した電力を放電し、電力デマ
ンド調整を行う。

7
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３．先導的提案③ 省ＣＯ２マネジメント

導入する低炭素技術について、運転データを収集し継続したマネジメントに取り組むとともに、
来館者に対して、情報発信モニター等を活用し徹底した見える化を行う。

データサーバー ＢＥＭＳ 見える化 

BAC-net 

照明制御 自動制御 衛生設備

外調機 

受変電設備 防災設備 昇降機設備 

シーケンサー 

Ｉ/Ｆ 

Ｉ/Ｆ 外調機 

床輻射連

ＦＣＵ 

厨房排気

/  

在館者カウント 

ガス 

水道 

太陽熱 

・BEMSで把握した運用データを基に省CO2効果の検証を行い、運用改善など継続的な
省CO マネジメントを実行する

ＰＶ 

省CO2マネジメントを実行する。

・利用スケジュールや来館者予約情報、過去の運転実績をもとにした負荷予測を実施し、
効率的な運転による省CO2を図る。

BEMSで収集した情報を情報発信モ タ で表示し 来館者 の ネルギ 利用の見え

8

・BEMSで収集した情報を情報発信モニターで表示し、来館者へのエネルギー利用の見え
る化を図るとともに、環境教育プログラムに活用する。

OSAKA GAS

３．先導的提案③ 省ＣＯ２マネジメント

人数カウントにより在室者数を検知し人感センサーと複合して、照明・換気・冷暖房の制御を行うことで、省エ
ネ・省CO２を実現する。また当データを蓄積して、負荷予測に活用する。

ファンコイル 

OA

VAV

人感センサー 

外調機より 
EV ホール

ベース照明 

展示照明 

VAV 

４階 展示エリア

EV ホ ル 

人数カウント 

 

① 照明 ② 換気・冷暖房①

・在室者がいない場合 展示照明OFF制御

・人感センサによりゾーンごとの

展示照明ON/OFF制御

② 換 冷暖房

・在室人数による外気量取入制御

・在室人数によるエリアごとの

ファンコイルの発停（間欠運転）制御

9

展示照明ON/OFF制御 ファン イルの発停（間欠運転）制御
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４．提案技術の効果目標

・・ 省省CO2CO2削減目標削減目標 ‐31.0‐31.0％％ （通常の展示施設比）（通常の展示施設比）

・・ CASBEECASBEE評価評価 SSランク取得ランク取得

1,000

t-CO2/年

提案1.建物性能等

600

800 提案2.スマートエネルギー

提案2.排熱融通

31 0％

400

提案3.マネジメント

CO2排出量

-31.0％

0

200

10

0

比較対象a 計画

OSAKA GAS

上以 上

11



2012年8月23日
第10回住宅・建築物の省ＣＯ2シンポジウム

国土交通省 平成24年度第1回

条 新 舎建 プ ジ条 新 舎建 プ ジ

国土交通省 平成24年度第1回
住宅・建築物省ＣＯ２先導事業 採択プロジェクト

西条市新庁舎建設プロジェクト西条市新庁舎建設プロジェクト
省ＣＯ省ＣＯ22推進事業推進事業省ＣＯ省ＣＯ22推進事業推進事業

提提 案案 者者 西条市西条市

事業協力者事業協力者 株式会社安井建築設計事務所株式会社安井建築設計事務所事業協力者事業協力者 株式会社安井建築設計事務所株式会社安井建築設計事務所

西条市新庁舎 建築概要西条市新庁舎 建築概要

延床面積：9448.74㎡
階 数：地上7階
構 造：Ｓ造
工 期：Ｈ24年10月～Ｈ26年1月（予定）

1



西条市の地域特性西条市の地域特性

☆水 ☆太陽光 ☆木材 ☆風
○豊富な地下水 ○国内太陽光発電の「草分け」 ○木製都市構想による ○南北方向の卓越風

木材の活用推進

名水百選「うちぬき 西条太陽光試験発電所 木製ダム名水百選「うちぬき」 西条太陽光試験発電所 木製ダム

（Ｓ56～Ｈ4設置：当時の近景）

（当時の国内最大級1千キロワット級の発電規模）

2

Ⅰ：地域特性を活かし建築計画と融合した
自然エネルギ の利用自然エネルギーの利用

１. 井水の有効活用 ２. 太陽光発電

水熱源 HP チラー

便所洗浄水空調熱源水として

熱源水

便所洗浄水 ・
散水へ

空調熱源水として
一次利用

熱交換器

太陽光発電パネル敷設状況井　水　槽 雑 用 水 槽

雑用水として2次利用

井戸

雑用水として2次利用

井水利用概略図 停電時の電源対応
3



Ⅰ：地域特性を活かし建築計画と融合した
自然 ネルギ の利用自然エネルギーの利用

３. 地場木材の活用 ４. 卓越風を利用した「風の塔」による３. 地場木材の活用 卓越風を利用した 風の塔」による
自然換気と予熱利用

「風の塔」を用いた自然換気時の
気流シミュレーション

内装の木材利用
気流シミュレーション

雨天時（中間期）における外調機の予熱利用外装の木材利用 4

省ＣＯ2先導事業の全体計画省ＣＯ2先導事業の全体計画

CO2削減量 ： 200t‐CO2/年 （ CO2排出削減率 ： 19％） 5



プロジ クトの波及性（近隣 の啓発）プロジェクトの波及性（近隣への啓発）

☆ 中心市街地で開催されたイベントで多くの家族連れがにぎわう風景

西条まつり産業文化・健康ふれ愛・福祉フェスティバル 西条まつり産業文化 健康ふれ愛 福祉フェスティバル

☆ 活用による徹底した ネ ギ の「見える化 と「見せる化

市民や観光客が新庁舎の省ＣＯ2技術を体感

☆ ＢＥＭＳ活用による徹底したエネルギーの「見える化」と「見せる化」

○エネルギー計量、分析、視覚化による来場者の関心高揚や意識変革

○庁内ＬＡＮへの「見える化」の表示による、職員の省ＣＯ2活動への取組徹底

☆ 当市「環境基本計画」における体験学習や施設見学の場としての新庁舎の積極的活用

近隣市域への波及効果 6

プロジェクトの波及性（情報発信）プロジェクトの波及性（情報発信）
☆グローバルな施策の推進 ○H23～H25 西条市が主体となって実施し☆グロ バルな施策の推進

○「災害に強いまちづくり」
当市の「１２歳教育推進事業」は、国連が発刊した

ているベトナム・フエ市における防災教育
支援事業（ＪＩＣＡ：草の根技術協力）

事例集により、広く世界に紹介

平成24年 防災教育支援事業実施中のファン・サオ・ナム中学校訪問

国連事務総長特別代表（防災担当）マルガレータ・ワ
ルストロム氏が西条市を訪問

平成23年 フエ市内で実施のタウンウォッチング 7



プロジェクトの波及性（情報発信）プロジェクトの波及性（情報発信）
☆国際的な情報発信 ○タイ国における地場産品輸出販路

○「西条クールアースプロジェクト」

（ＭＨ冷水製造システムを活用したいちごの周年
栽培とさつきますの陸上養殖）

○タイ国における地場産品輸出販路
開拓事業

栽培とさつきますの陸上養殖）

「第18回世界水素会議」における
プロジェクトの成果発表の様子プロジェクトの成果発表の様子

平成20年 バンコク市で開催の「四国食品フェア」

当市の取り組みを紹介する東海大学内田裕久教授

平成24年 バンコク市で開催の「柿フェア」 8

農業分野での西条ブランド化の取り組み

○政府による 「西条農業革新都市総

☆先導的な取り組み
○「西条農業革新都市」 プロジェクト 農

合特区」の地域指定
農

（総合６次産業都市の実現）

経団連による未来都市 デ プ ジ クト「西条農業革新都市 を経団連による未来都市モデルプロジェクト「西条農業革新都市」を
推進するため設立した㈱サンライズファーム西条の開所式の様子

☆「食」☆ 食」
○西条産「絹かわなす」 ○出荷量日本一の「愛宕柿」

9



環境分野での西条ブランド化の取り組み環境分野での西条ブランド化の取り組み

☆「環境」
木製都市構想 推進○木製都市構想の推進

（西条ウッドボックスキャビン）

○新庁舎

（総合企画：東京大学大学院安藤直人名誉教授） 京都大学大学院小林正美教授により市内
高校で開催された「防災木製都市ゼミナー
ル」

「環境 に関する「環境」に関する

西条ブランドの象徴西条ブランドの象徴
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